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（証券コード 8327） 
平成25年６月５日 

 
株 主 各 位 
 

福岡市博多区博多駅前三丁目１番１号 
株式会社 西日本シティ銀行 

取締役頭取 久 保田  勇  夫 
 

第103期定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。 
 さて、当行第103期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席
くださいますようご通知申しあげます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、書面または電磁的方法（インターネット等）
によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参
考書類をご検討いただき、平成25年６月26日（水曜日）午後５時までに議決権
を行使くださいますようお願い申しあげます。 

敬 具 
 記 
 
1. 日   時 平成25年６月27日（木曜日） 午前10時
2. 場   所 福岡市博多区博多駅前一丁目３番６号

当行本店別館３階会議室 
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください｡） 

3. 目 的 事 項 
 報告事項 1. 第103期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

事業報告の内容および計算書類の内容報告の件 
      2. 第103期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

 決議事項  
 第１号議案 剰余金の処分の件
 第２号議案 取締役13名選任の件
 第３号議案 監査役１名選任の件
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4. 議決権の行使についてのご案内
（1）郵送（書面）による議決権行使の場合 

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、平成25年６月26日（水
曜日）午後５時までに到着するようご返送ください。 

 
（2）電磁的方法（インターネット）による議決権行使の場合 
①  インターネットにより、当行の指定する議決権行使ウェブサイト 
(http://www.e-sokai.jp) にアクセスしていただき、同封の議決権行使書
用紙に記載された「議決権行使コード」および「パスワード」をご利用の
うえ、画面の案内にしたがって議案に対する賛否をご入力ください。 

  なお、インターネットによる議決権行使に際しましては、63頁の「イン
ターネットによる議決権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い
申しあげます。 

② インターネットによる議決権の行使は平成25年６月26日（水曜日）午
後５時までに行使くださいますようお願い申しあげます。 

③ 議決権行使書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場
合は、インターネットによるものを有効な議決権行使として取り扱わせて
いただきます。 

④ インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後
に行われたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。 
 

以 上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
◎ 当日株主総会にご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場
受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。また、資源節約のため、
この「招集ご通知」をご持参くださいますようお願い申しあげます。 

◎ 株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が
生じた場合は、修正後の事項を当行ホームページ（http://www.ncbank.co.jp）
に掲載させていただきます。 
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（添付書類） 
 

第103期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）事業報告
 

1. 当行の現況に関する事項 
（1）事業の経過及び成果等 
  【主要な事業内容】 

当行は、本店及び支店・出張所において、預金業務、貸出業務のほ
か、為替業務、有価証券投資業務、投資信託・保険商品の窓口販売業
務などを通じ、地域のお客さまに多様な金融商品・サービスを提供し
ております。 

 
  【金融経済環境】 

平成24年度のわが国経済は、東日本大震災の復興関連需要や各種政
策効果などにより、夏場にかけて緩やかな回復の動きが見られました
が、年度半ばより、欧州の財政問題を主因とする世界経済の減速など
により、回復の動きに足踏みが見られる状況となりました。その後、
昨年12月の政権交代を機に持ち直しの動きが見られますが、先行きは
依然として不透明な状況が続いております。 
このような経済情勢のなか、円相場は、欧州の財政問題などを背景
に対米ドルで80円を割り込むなど、円高基調で推移していましたが、
新政権の経済対策や大胆な金融緩和観測から円安に転じ、年度末は94
円台となりました。また、長期金利の指標となる10年物国債利回りは、
年度末にかけて0.5％台まで低下しました。日経平均株価は、円高是
正に伴う企業業績の回復や新政権による新たな経済対策への期待感か
ら年度末は１万２千円台を回復しました。 
当行の主要営業基盤である九州経済につきましては、主力である自
動車産業が堅調に推移し、全体的に持ち直しの動きが見られるように
なりました。 

 



 
01_0556301102506.docx 
㈱西日本シティ銀行様 招集 2013/05/22 23:57:00印刷 2/20 
 

（4） 

  【事業の経過及び成果】 
このような金融経済環境のなか、当行は、平成23年４月にスタート
した中期経営計画「New Stage 2011～元気よく～」で“時代の変化
に対応した総合金融サービス業への進化”と“徹底した生産性の向上”
をコンセプトとして掲げ、様々な施策に取り組んでまいりました。 
当年度の成果としてまず挙げられるのは、経営の最重要課題の一つ
であった基幹系システムの「地銀共同センター｣（株式会社ＮＴＴデー
タが運営する国内最大規模の共同利用型センター）への移行を平成25
年１月に無事終了したことです。システムの移行にあたりましては、
株主の皆さまほか多くの関係者の方々のご理解とご協力を賜りました
ことに厚く御礼申し上げます。 
続いて、当年度に実施した主な取組みですが、個人のお客さまとの
お取引につきましては、株式会社セブン銀行とＡＴＭ利用提携を開始
し、ＡＴＭチャネル網の充実を図りました。また、お客さまのライフ
プランに応じて、土日も専門スタッフが最適な商品をご提案する窓口
「ＮＣＢほけんプラザ」を、小倉南、春日、二日市、久留米の４箇所
に開設し合計で７拠点となりました。加えて、土日もローンのご相談
をお受けする「ローン西新営業室」を開設したことにより、当行の土
日営業チャネルは38拠点に拡大いたしました。また、九州旅客鉄道株
式会社との提携により、｢キャッシュカード｣、｢クレジットカード｣、
｢ＩＣカード乗車券」などの機能が一体となった多機能カード「ALL 
IN ONE JQ SUGOCA」の発行を開始いたしました。 
法人・個人事業者のお客さまとのお取引につきましては、お客さま
の海外ビジネスを、きめ細やかにサポートするため、当行グループ会
社である株式会社ＮＣＢリサーチ＆コンサルティングにアジア諸国の
事情に精通したスタッフを配置した「国際コンサル室」を新設すると
ともに、アジアビジネス支援の総合ウェブサイト「アジアへの扉」を
同社のホームページ上に開設いたしました。また、お客さまへのコン
サルティング機能の拡充の一環として、社会的にも関心の高い、リサ
イクル・健康の２つをメインテーマとして、地元大学の研究シーズ 
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(研究成果・知的財産) をご紹介し、お客さまのビジネスニーズとのマ
ッチング機会を提供する産学連携支援の取組み「第一回シーズ発表会」
を開催いたしました。さらには、当行を含む九州の地元銀行４行と独
立行政法人中小企業基盤整備機構で設立する「九州アントレプレナー
クラブ投資事業有限責任組合」への出資を行い、創業・新規事業にチ
ャレンジしようとする中小企業の支援に努めました。その他にも、医
療経営、農林漁業の成長産業化、通信販売ビジネスなどに関するセミ
ナーの開催や、大手スーパーとの商談会の開催など、様々な角度から
お客さまの事業サポートに努めてまいりました。 
店舗につきましては、お客さまが利用しやすいユニバーサルデザイ
ン（エレベーター、点字ブロック、段差のない出入口、椅子に座って
利用できるロータイプの記帳台、多目的トイレなど）を取り入れ、太
陽光発電システムをはじめとする環境配慮機能を備えた店舗への建替
えを進めております。当年度は、若松支店と二日市支店を建替えオー
プンしており、二日市支店につきましては、お客さまの様々なご相談
ニーズにワンストップでお応えできるよう、｢ローン営業室｣、｢ＮＣＢ
ほけんプラザ｣、｢西日本シティＴＴ証券」を併設した「まるごとサポ
ート店舗」としております。 
さらに、当行は地域への知的貢献を地域金融機関の重要な役割と位
置付けており、今年度も、地域の皆さまに最新の金融経済情報をお届
けする「新春講演会」を開催したほか、次世代を担う地元の青少年の
教育支援活動として、金融現場の実践的知識を伝授する「実践仕事塾
～金融スペシャリスト養成講座～」(大学生を対象)、幅広い金融知力
を競う「エコノミクス甲子園福岡大会」(高校生を対象)、楽しみなが
らお金を学ぶ「キッズ・サマー・キャンプ～お金のがっこう～」(小学
生を対象）などを開催いたしました。 
このような取組みにより、当年度の業績は次のとおりとなりました。 
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（預金・譲渡性預金） 
預金・譲渡性預金につきましては、積極的な預金吸収に努めた結果、
前期比1,528億円増加し、６兆6,144億円となりました。 

 
（貸   出   金） 
貸出金につきましては、地域のお客さまの様々な資金ニーズにお応
えしてまいりました結果、前期比1,815億円増加し、５兆3,594億円
となりました。 

 
（有 価 証 券 ） 
有価証券につきましては、前期比13億円減少し、１兆7,269億円と
なりました。 

 
（損 益 状 況 ） 
経常収益は、金利低下に伴う資金運用収益の減少などにより前期比
77億93百万円減少し、1,426億48百万円となりました。一方、経常
費用は、資金調達費用の減少や経費の削減などにより前期比47億１百
万円減少し、1,078億42百万円となりました。 
この結果、経常利益は前期比30億91百万円減少し、348億５百万
円となり、当期純利益は前期比７億円増加し、177億93百万円となり
ました。 
また、当行グループの連結経常収益は1,562億12百万円、連結経常
費用は1,179億52百万円となりました。 
この結果、連結経常利益は382億60百万円、連結当期純利益は184
億36百万円となりました。 
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  【対処すべき課題】 
   平成25年度のわが国経済は、新政権の経済対策や金融緩和政策によ

る景気回復への期待感から、一部では明るい動きも見られますが、そ
の一方で、歴史的な低金利水準の長期化など、銀行を取り巻く環境は
一層厳しさを増すことが予想されます。 

   このような状況の下、当行は、本年１月に「システム共同化移行」
を終え、｢公的資金の完済｣、｢人的融和、店舗統廃合など合併に伴う諸
問題」などの大きな経営課題を解決いたしました。 

   中期経営計画「New Stage 2011～元気よく～」の最終年度である
今年度は、これらの課題解決に割いてきた経営資源を営業力の強化な
どの前向きな分野へ積極的に投入し、次期中計でのさらなる飛躍に向
けて“時代の変化に対応した総合金融サービス業への進化”と“徹底
した生産性の向上”に取り組んでまいります。 

   また、去る平成25年３月末をもって中小企業金融円滑化法が失効し
ましたが、当行は、同法の失効前と変わることなく地元のお客さまに
対する安定的な資金供給に努めるとともに、お客さまの様々なニーズ
に応じたコンサルティング機能を発揮してまいります。 

   今後とも、｢地域の活性化なくして地銀の将来なし」との認識の下、
全役職員一丸となって、地域経済の発展のために邁進してまいります
ので、株主の皆さまにおかれましては、今後ともより一層のご支援、
ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 
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（2）財産及び損益の状況 
（単位：億円） 

 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 
預 金 61,308 62,532 63,140 64,006 
 定 期 性 預 金 30,024 29,654 28,351 27,987 
 そ の 他 31,283 32,877 34,788 36,018 
社 債 920 783 883 733 
貸 出 金 49,315 50,164 51,779 53,594 
 個 人 向 け 13,469 14,210 15,070 16,158 
 中 小 企 業 向 け 26,173 25,323 24,935 24,705 
 そ の 他 9,672 10,630 11,773 12,730 
特 定 取 引 資 産 
（トレーディング資産） 8 32 12 15 

特 定 取 引 負 債 
（トレーディング負債） ― ― ― ― 
有 価 証 券 16,425 16,861 17,282 17,269 
 国 債 5,386 6,065 6,376 5,609 
 そ の 他 11,039 10,796 10,905 11,659 
総 資 産 70,484 71,591 73,972 75,182 
内 国 為 替 取 扱 高 479,731 492,982 491,752 490,700 
外 国 為 替 取 扱 高 百万ドル 百万ドル 百万ドル 百万ドル

2,832 3,518 4,083 4,053 
経 常 利 益 百万円 百万円 百万円 百万円

32,873 28,836 37,897 34,805 
当 期 純 利 益 百万円 百万円 百万円 百万円

20,345 52,587 17,092 17,793 
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 円 銭 円 銭 円 銭 円  銭 

25 05 65 98 21 49 22 37 
信 託 財 産 12 12 ― ― 
信 託 報 酬 百万円 百万円 百万円 百万円

8 6 9 ―  （注） 記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 
 
（ご参考）企業集団の財産及び損益の状況 

（単位：億円） 
 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 

連 結 経 常 収 益 1,708 1,651 1,644 1,562 
連 結 経 常 利 益 362 305 420 382 
連 結 当 期 純 利 益 218 533 179 184 
連 結 包 括 利 益 ― 541 298 446 
連 結 純 資 産 額 3,366 3,514 3,735 4,093 
連 結 総 資 産 72,878 74,017 76,709 77,745 
 （注） 記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 
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（3）使用人の状況 
 

 当 年 度 末 前 年 度 末 
使 用 人 数 3,480人 3,507人 
平 均 年 齢 39年 8月 39年 1月 
平 均 勤 続 年 数 16年 9月 16年 6月 
平 均 給 与 月 額 396千円 400千円 

 （注）1. 使用人数は、臨時雇員及び嘱託を除く就業人員ベースで記載しております。 
2. 平均年齢、平均勤続年数、平均給与月額は、それぞれ単位未満を切り捨てて表示しております。 
3. 平均給与月額は、賞与を除く３月中の平均給与月額であります。 

 

（4）営業所等の状況 
  イ 営業所数の推移 
 

 当 年 度 末 前 年 度 末 

福 岡 県  店 うち出張所  店 うち出張所 
１７６ （26） １７６ （26） 

佐 賀 県 ４ （－） ４ （－） 
長 崎 県 ４ （－） ４ （－） 
熊 本 県 ２ （－） ２ （－） 
大 分 県 ５ （－） ５ （－） 
宮 崎 県 ６ （－） ６ （－） 
鹿 児 島 県 １ （－） １ （－） 
山 口 県 ２ （－） ２ （－） 
広 島 県 ２ （－） ２ （－） 
愛 媛 県 １ （－） １ （－） 
岡 山 県 １ （－） １ （－） 
大 阪 府 １ （－） １ （－） 
東 京 都 １ （－） １ （－） 
合 計 ２０６ （26） ２０６ （26） 

 
（注） 上記のほか、当年度末において海外駐在員事務所を３か所 (前年度末３か所)、店舗外現金自動設備

を316か所 (前年度末321か所)、株式会社セブン銀行との提携による共同の店舗外現金自動設備を
16,531か所 (平成24年５月提携)、株式会社ローソン・エイティエム・ネットワークスとの提携に
よる共同の店舗外現金自動設備を9,712か所 (前年度末9,078か所)、株式会社ファミリーマート、
株式会社三井住友銀行及びＪＲ九州リテール株式会社との提携による共同の店舗外現金自動設備を
75か所（前年度末70か所)、それぞれ設置しております。 
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  ロ 当年度新設営業所 
該当ありません。 

 
  ハ 銀行代理業者の一覧 

該当ありません。 
 

（5）設備投資の状況 
  イ 設備投資の総額 （単位：百万円） 
設備投資の総額 7,939 

 （注）1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
2. 有形固定資産及び無形固定資産にかかる投資の総額を記載しております。 

 
  ロ 重要な設備の新設等 （単位：百万円） 

内    容 金  額 
ソフトウェアの取得 4,867 

店舗用土地の購入 699 

二日市支店の建替え 516 

若松支店の建替え 166 

下関支店の建替え 102 
 （注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 
（6）重要な親会社及び子会社等の状況 
  イ 親会社の状況 
    該当ありません。 
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  ロ 子会社等の状況 
 
会 社 名 所 在 地 主要業務内容 設立年月日 資本金

当行が有する 
子 会 社 等 の 
議 決 権 比 率 

そ の 他

株式会社長崎銀行 長崎市栄町 ３番14号 銀行業 
昭和16年
８月１日

百万円 ％  
４，１２１ ８４．８１  

ＮＣＢビジネス 
サービス株式会社 

福岡市早良区 
百道浜一丁目 

７番６号 
事務受託業 昭和56年

９月５日

百万円 ％  
２０ １００．００ 

  

Nishi-Nippon  
City Preferred  
Capital(Cayman) 
Limited 

P.O.Box 309, 
Ugland House 
Grand Cayman 
KY1-1104 Cayman 
Islands 

投融資業 平成19年
６月８日

百万円 ％  

１８，０００ １００．００ 
  

九州カード株式会社 
福岡市博多区 
博多駅前四丁目 

３番18号 
クレジットカード
業、信用保証業 

昭和55年
７月３日

百万円 ％  
１００ ７４．７５ 

  

株式会社ＮＣＢ 
リサーチ＆コンサ
ルティング 

福岡市博多区 
下川端町 

２番１号 
調査研究業・経営
相談業 

昭和61年
12月５日

百万円 ％  
２０ ４０．００ 

  

九州債権回収 
株式会社 

福岡市博多区 
博多駅東二丁目 

５番19号 
債権管理回収業 平成13年

２月15日

百万円 ％  
５００ ５０．００ 

  

西日本シティＴＴ
証券株式会社 

福岡市博多区 
博多駅前一丁目 

３番６号 
金融商品取引業 平成21年

９月30日

百万円 ％  
１，５７５ ６０．００ 

  

西日本信用保証 
株式会社 

福岡市博多区 
博多駅前三丁目 

１番１号 
信用保証業 昭和59年

４月24日

百万円 ％  
５０ ４９．００ 

  

株式会社エヌ・ティ･ 
ティ・データＮＣＢ 

福岡市博多区 
博多駅前一丁目 

17番21号 
情報システムサー
ビス業 

昭和60年
１月26日

百万円 ％  

５０ ３０．００ 
  

 （注）1. 資本金は、単位未満を切り捨てて表示しております。 
2. 当行が有する子会社等の議決権比率は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。 
3. ＮＣＢオフィスサービス株式会社及びＮＣＢモーゲージサービス株式会社は、当事業年度中に

清算結了いたしました。 
4. 当行の連結される子会社等は、上記９社であります。 
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（12） 

重要な業務提携の概況 
1. 地方銀行64行の提携により、現金自動設備の相互利用による現金自
動引出し等のサービス（略称ＡＣＳ）を行っております。 

2. 地方銀行64行と都市銀行、信託銀行、第二地方銀行協会加盟行、信
用金庫、信用組合、系統農協・信漁連 (農林中金、信連を含む)、労
働金庫との提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引
出し等のサービス（略称ＭＩＣＳ）を行っております。 

3. 地銀ネットワークサービス株式会社（地方銀行64行の共同出資会社、
略称ＣＮＳ）において、データ伝送の方法により取引先企業との間
の総合振込・口座振替・入出金取引明細等各種データの授受のサー
ビス等を行っております。 

4. 株式会社ゆうちょ銀行との提携により、現金自動設備の相互利用に
よる現金自動引出し等のサービスを行っております。 

5. 株式会社セブン銀行、株式会社ローソン・エイティエム・ネットワ
ークス、株式会社ファミリーマート、株式会社三井住友銀行及びＪ
Ｒ九州リテール株式会社との提携によりコンビニエンスストア等の
店舗内に設置した共同設置現金自動設備による現金自動引出し等の
サービスを行っております。 

 
（7）事業譲渡等の状況 
   該当ありません。 
 
（8）その他銀行の現況に関する重要な事項 
   該当ありません。 
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2. 会社役員（取締役及び監査役）に関する事項 
 （1）会社役員の状況 （平成24年度末現在） 

氏    名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 その他 

本 田 正 寛 取 締 役 会 長
（ 代 表 取 締 役）

 

福岡商工会議所 副会頭  

久保田 勇 夫 取 締 役 頭 取
（ 代 表 取 締 役）

 

福岡経済同友会 副代表幹事  

樋 口 和 繁 

取 締 役 副 頭 取
（ 代 表 取 締 役）
北 九 州 ・ 山 口 代 表､
営業企画部・営業推進部・
ローン業務部・リテール営業部・
グ ル ー プ 統 括 部 担 当

  

礒 山 誠 二 

取 締 役 専 務 執 行 役 員
（ 代 表 取 締 役）
地 区 本 部 統 括､
福岡地区本部長、総務部・
公 務 金 融 法 人 部 担 当

  

谷 川 浩 道 
取 締 役 専 務 執 行 役 員
（ 代 表 取 締 役）
監 査 部 ・ 総 合 企 画 部 ・
経 営 管 理 部 ・ 特 命 担 当

  

浦 山   茂 
取 締 役 専 務 執 行 役 員
審 査 部 ・
法人ソリューション部担当

  

髙 田 聖 大 
取 締 役 専 務 執 行 役 員
広 報 文 化 部・ 秘 書 部 ・
人 事 部 担 当

  

川 本 惣 一 取 締 役 専 務 執 行 役 員
北 九 州 総 本 部 長   

岡 村 定 正 
取 締 役 常 務 執 行 役 員
東京本部長、市場証券部・
資金証券部・国際部担当

  

石 田 保 之 
取 締 役 常 務 執 行 役 員
九 州 地 区 本 部 長､
事務統括部・ＩＴ戦略部担当

  

入 江 浩 幸 
取 締 役 常 務 執 行 役 員
福岡地区本部副本部長兼
本店営業部長兼福岡支店長

  

北 崎 道 治 取 締 役 常 務 執 行 役 員
審 査 統 括 部 担 当   
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氏    名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 その他 

日名子 泰 通 取  締  役（社  外）
一般財団法人医療・介護・教育研究 
財団 理事長 
株式会社にしけい 代表取締役会長 

 

光 富   彰 常 任 監 査 役（常  勤）   

川 上 知 昭 監  査  役（常  勤）   

阪 田 雅 裕 監  査  役（社  外） 弁護士  

田 中 優 次 監  査  役（社  外） 西部瓦斯株式会社 代表取締役社長 
         社長執行役員 

西部瓦斯株式
会社において
経理部長、経
理部担当役員
等を歴任して
おり、財務及
び会計に関す
る相当程度の
知見を有して
おります。 

奥 村 洋 彦 監  査  役（社  外） 学習院大学名誉教授  
 （注）1. 取締役 日名子泰通氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

2. 監査役 阪田雅裕、田中優次、奥村洋彦の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であ
ります。 

3. 取締役 日名子泰通氏及び監査役 阪田雅裕、田中優次、奥村洋彦の３氏につきましては、東京
証券取引所、大阪証券取引所及び福岡証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。 

4. 監査役 田中優次氏は、平成25年４月１日をもって西部瓦斯株式会社 代表取締役社長 社長執行
役員を退任し、同社代表取締役会長に就任しております。 

5. 小澤良一氏は、平成24年６月28日開催の第102期株主総会終結の時をもって監査役を辞任して
おります。 

  （2）会社役員に対する報酬等 （単位：百万円） 
区  分 支 給 人 数 報  酬  等 

取  締  役 14人 453
（36） 

監  査  役 6人 72 

合  計 20人 525
（36） 

 （注）1. 記載金額（以下の注記を含みます｡）は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
2. ｢報酬等」の（ ）欄に、平成25年６月支給予定の変動報酬のうち当期に係る未払金計上額（取

締役36百万円）を内書きしております。 
3. 定款または株主総会で定められた報酬限度額は、取締役については総報酬年額540百万円以内、

うち確定金額報酬として440百万円 (うち社外取締役の報酬の総額は年額20百万円以内)、変動
報酬として100百万円以内、監査役については確定金額報酬のみとして年額95百万円以内であ
ります。 

4. 当行は、平成23年５月13日開催の取締役会において、平成23年６月29日開催の定時株主総会
終結の時をもって取締役及び監査役に対する退職慰労金制度を廃止することを決議し、同株主
総会で同制度廃止までの退職慰労金を各役員の退任時に支給する打ち切り支給の承認を得てお
ります。これに基づき、上記のほか、当期中に退任した役員に対し退職慰労金を53百万円（取
締役30百万円、監査役23百万円）支払っております。 



 
01_0556301102506.docx 
㈱西日本シティ銀行様 招集 2013/05/22 23:57:00印刷 13/20 
 

（15） 

3. 社外役員に関する事項 
（1）社外役員の兼職その他の状況 
 

氏  名 兼 職 そ の 他 の 状 況 

日名子 泰 通（取締役） 一般財団法人医療・介護・教育研究財団 理事長株式会社にしけい 代表取締役会長
阪 田 雅 裕（監査役） 弁護士 
田 中 優 次（監査役） 西部瓦斯株式会社 代表取締役社長 社長執行役員 
奥 村 洋 彦（監査役） 学習院大学名誉教授 
 （注）1. 取締役 日名子泰通氏が理事長である一般財団法人医療・介護・教育研究財団と当行の間には、

通常の銀行取引があります。 
2. 取締役 日名子泰通氏が代表取締役会長である株式会社にしけいと当行の間には、通常の銀行取

引があります。 
3. 監査役 田中優次氏が代表取締役社長である西部瓦斯株式会社と当行の間には、通常の銀行取引

があります。 

 
（2）社外役員の主な活動状況 
 

氏  名 在任期間 取締役会への出席状況 取 締 役 会 に お け る 発 言 
そ の 他 の 活 動 状 況 

日名子泰通（取締役） ３年９か月 
当事業年度に開催された
取締役会14回のうち13
回出席。

経営者としての豊富な経験に基
づき、議案審議等に必要な発言
を適宜行っております。 

阪田 雅裕（監査役） ５年９か月 
当事業年度に開催された
取締役会14回のうち11
回、監査役会６回のうち
５回出席。 

内閣法制局長官等の豊富な要職
経験に基づき、議案審議等に必
要な発言を適宜行っておりま
す。 

田中 優次（監査役） １年９か月 
当事業年度に開催された
取締役会14回のうち９
回、監査役会６回のうち
５回出席。 

経営者としての豊富な経験に基
づき、議案審議等に必要な発言
を適宜行っております。 

奥村 洋彦（監査役） １年９か月 
当事業年度に開催された
取締役会14回全て、監
査役会６回全てに出席。

学識者としての豊富な見識に基
づき、議案審議等に必要な発言
を適宜行っております。 
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（3）責任限定契約 
 

氏  名 責 任 限 定 契 約 の 内 容 の 概 要 
日名子 泰 通（取締役） 会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役又は社外監査役の

職務を行うにあたり善意でかつ重大な過失がないときは、同法第425
条第１項に定める最低責任限度額をもって損害賠償責任額の限度とす
る旨の契約を締結しております。 

阪 田 雅 裕（監査役） 
田 中 優 次（監査役） 
奥 村 洋 彦（監査役） 
 
 
（4）社外役員に対する報酬等 （単位：百万円） 

 支給人数 銀行からの報酬等 銀行の親会社等からの報酬等

報酬等の合計 ４人 24 ― 
 （注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 

（5）社外役員の意見 
   該当ありません。 
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（17） 

4. 当行の株式に関する事項  （1）株  式  数 発行可能株式総数 1,500,000千株
 発行済株式の総数 796,732千株
 （注） 株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。 
 
（2）当年度末株主数  21,019名 
   
（3）大  株  主 
 

 当 行 へ の 出 資 状 況 
 持 株 数 等 持株比率

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 100,644千株 12.65％ 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口４) 45,245千株 5.69％ 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 30,458千株 3.83％ 
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 20,477千株 2.57％ 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口９) 17,082千株 2.14％ 
株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 11,507千株 1.44％ 
東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 11,280千株 1.41％ 
西 日 本 シ テ ィ 銀 行 従 業 員 持 株 会 11,066千株 1.39％ 
株 式 会 社 り そ な 銀 行 11,000千株 1.38％ 
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 10,945千株 1.37％ 

 （注）1. 持株数等は、千株未満を切り捨てて表示しております。 
2. 持株比率は、自己株式（1,696,763株）を控除して計算し、小数点第３位以下を切り捨てて表
示しております。 

 
5. 当行の新株予約権等に関する事項 
 
  該当ありません。 
 

株主の氏名又は名称 
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6. 会計監査人に関する事項 
 （1）会計監査人の状況 （単位：百万円） 

氏名又は名称 当該事業年度に係る報酬等 そ の 他 
新日本有限責任監査法人 

85 

公認会計士法第２条第１項の
業務以外の業務（非監査業
務）である「内部統制確認業
務」等に対する報酬を含んで
おります。 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 公認会計士 奥村 勝美

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 公認会計士 森  行一

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川口 輝朗
 （注）1. 記載金額（以下の注記を含みます｡）は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

2. 当行と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、｢当該事業年
度に係る報酬等」にはこれらの合計額を記載しております。 

3. 当行、子会社及び子法人等が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額は126
百万円であります。 

 
（2）責任限定契約 
   当行は、会計監査人と責任限定契約を締結しておりません。 
 
（3）会計監査人に関するその他の事項 
   会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

会計監査人が継続してその職責を全うするうえで重要な疑義を抱
く事象が発生したと判断した場合、監査役会は、その事実に基づき
当該会計監査人の解任又は不再任の検討を行い、解任又は不再任が
妥当と判断した場合は、監査役会規程に則り「会計監査人の解任又
は不再任」を株主総会の付議議案とすることを取締役会へ請求し、
取締役会はそれを審議いたします。 

 
7. 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 
  当行は、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基
本方針については、特に定めておりません。 
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8. 業務の適正を確保する体制 
業務の適正を確保する体制を整備するため、｢内部統制システム構築の
基本方針」を以下のとおり定めております。 
（1）取締役及び職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制 
・法令等遵守を経営の最重要課題の一つと位置付け、法令等遵守に係
る当行の理念及び役職員の行動指針を「コンプライアンス基本方針
と遵守基準」として定めるとともに、これに則った業務運営を実現
するための具体的な手引書として「コンプライアンス･マニュアル」
を制定する。また、法令等遵守態勢の整備のための実践計画として 
｢コンプライアンス･プログラム」を年度毎に策定する。 
 なお､“顧客の保護及び利便の向上”並びに“反社会的勢力及び組織
犯罪の金融取引からの排除”については、法令等遵守態勢において
適切に取り組む。 
・法令等遵守を確保する体制として、行内の法令等遵守の問題を一元
的に管理するコンプライアンス統括部署を設置するほか、法令等遵
守に関する経営上重要な事項の協議又は評価を行う機関としてコン
プライアンス委員会を設置する。 
 また、コンプライアンス上疑義のある行為等を知った場合に、所属
部店の上司を介さず、直接コンプライアンス統括部署に報告･相談を
行うことができるコンプライアンス相談窓口（ホットライン）を設
置する。 
・内部監査部門は、法令等遵守状況についての監査を実施し、その結
果を取締役会、経営会議及び監査役会に報告する。 

 
（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
・取締役の職務の執行に係る情報については、文書（電磁的記録を含
む｡）の整理保管、保存期限及び廃棄ルール等を定めた「文書規程」
に基づき、適正な保存及び管理を行う。 
 また、取締役及び監査役はこれらの文書を常時閲覧できるものとする。 
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（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
・健全な経営基盤の確立と安定した収益を確保するため、リスク管理
に関する基本的考え方、管理方針等を定めた「リスク管理の基本方
針」をリスク管理の最上位の方針と位置付け、本方針に基づき、リ
スクカテゴリー毎にそれぞれのリスクの特性に応じた管理方針･管理
規程等を制定する。 
・リスク管理の体制は、銀行全体のリスク管理統括部署、リスクカテ
ゴリー毎の主管部署及び担当部署による３層管理体制とし、リスク
管理の実効性及び相互牽制機能を強化する。また、リスクカテゴリ
ー毎に各種委員会等を設置し、リスクに関する重要事項について、
具体的且つ実質的な協議及び評価等を行う。 
・自然災害、テロ等の緊急事態発生時の早期被害復旧、最低限の業務
継続を可能とするため、事前対応や緊急事態発生時の対応等を定め
た「業務継続計画」を業務継続に関する最上位の計画と位置付け、
本計画に基づき、災害等の種類別に具体的対応策を定めた管理規程
等を制定する。 
・内部監査部門は、リスク管理状況についての監査を実施し、その結
果を取締役会、経営会議及び監査役会に報告する。 

 
（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
・｢取締役会」とその委任を受けた審議･決定機関である「経営会議」
を一体化した意思決定･監督機関と位置付け、それぞれの運営及び付
議事項等を定めた「取締役会規程 (及び同付議基準)」及び「経営会
議規程 (及び同付議基準)」を制定する。 
・また、行内の指揮･命令系統の明確化及び責任体制の確立を図るため、
経営組織、業務分掌及び職務権限に関する諸規程を制定する。 

 



 
01_0556301102506.docx 
㈱西日本シティ銀行様 招集 2013/05/22 23:57:00印刷 19/20 
 

（21） 

（5）当行及び子会社等から成る企業集団における業務の適正を確保する
ための体制 
・子会社等の業務の適正を確保するため、子会社等の経営に関わる基
本的事項に関して統括的に管理及び指導を行う統括部署を設置する。 
・子会社等が当行の法令等遵守態勢をベースに各社固有の事情を踏ま
えた実効性ある法令等遵守態勢を構築できるよう推進し、コンプラ
イアンス上の重要事項については適宜報告を求める。 
・財務報告の適正性を確保するため、一般に公正妥当と認められる内
部統制の枠組みに準拠して、当行及び子会社等の体制を整備する。 
・内部監査部門は、子会社等の重要な業務運営についての監査を実施
し、その結果を取締役会、経営会議及び監査役会に報告する。 
（注） 子会社等とは、銀行法の「子会社｣、｢子法人等」及び「関連法人等」をいう。 

 
（6）監査役の職務を補助すべき職員に関する事項及びその職員の取締役

からの独立性に関する事項 
・監査役に直属する組織として監査役室を設け、同室に監査役及び監
査役会の職務を補助する職員を配置する。 
・監査役室に所属する職員の取締役からの独立性を確保するため、当
該職員の人事異動及び考課等人事権に係る事項の決定については、
予め常勤監査役に同意を求めることとする。 

 
（7）取締役及び職員が監査役に報告をするための体制その他の監査役へ

の報告に関する体制 
・取締役は、職務執行に関し重大な法令･定款違反及び不正行為の事実、
又は会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実を発見したときは、
監査役会に報告する。 
・上記のほか、取締役及び監査役会の協議により、取締役及び職員が
監査役会に報告すべき事項を定める。 
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（8）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
・監査役は、重要な意思決定の過程及び業務執行状況を把握するため、
取締役会、経営会議及びその他の重要な委員会等に出席することが
できるほか、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な書類を閲
覧し、取締役又は職員に対しその説明を求めることができる。 

 
9. 会計参与に関する事項 
  該当ありません。 
 
10. その他 
  該当ありません。 
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 第103期末（平成25年３月31日現在）貸借対照表  （単位：百万円）  
科     目 金  額 科     目 金   額 

 （資 産 の 部） 
現 金 預 け 金 
現 金 
預 け 金 

コ ー ル ロ ー ン 
特 定 取 引 資 産 
商 品 有 価 証 券 

金 銭 の 信 託 
有 価 証 券 
国 債 
地 方 債 
社 債 
株 式 
そ の 他 の 証 券 

貸 出 金 
割 引 手 形 
手 形 貸 付 
証 書 貸 付 
当 座 貸 越 

外 国 為 替 
外 国 他 店 預 け 
買 入 外 国 為 替 
取 立 外 国 為 替 

そ の 他 資 産 
未 収 収 益 
金 融 派 生 商 品 
そ の 他 の 資 産 

有 形 固 定 資 産 
建 物 
土 地 
リ ー ス 資 産 
建 設 仮 勘 定 
その他の有形固定資産 

無 形 固 定 資 産 
ソ フ ト ウ ェ ア 
リ ー ス 資 産 
その他の無形固定資産 

繰 延 税 金 資 産 
支 払 承 諾 見 返 
貸 倒 引 当 金 
投 資 損 失 引 当 金 

  
240,356 
108,586 
131,770 

293 
1,542 
1,542 
3,000 

1,726,900 
560,939 
193,325 
481,879 
107,588 
383,167 
5,359,415 
34,056 
193,711 
4,637,733 
493,914 
5,137 
4,589 
229 
319 

41,380 
7,825 
5,948 
27,607 
113,253 
23,405 
78,031 
257 
116 

11,441 
10,287 
9,697 

8 
581 

17,022 
30,037 
△29,915 
△497

（ 負 債 の 部）
預 金
当 座 預 金
普 通 預 金
貯 蓄 預 金
通 知 預 金
定 期 預 金
定 期 積 金
そ の 他 の 預 金

譲 渡 性 預 金
コ ー ル マ ネ ー
債券貸借取引受入担保金
借 用 金
借 入 金

外 国 為 替
売 渡 外 国 為 替
未 払 外 国 為 替

社 債
そ の 他 負 債
未 決 済 為 替 借
未 払 法 人 税 等
未 払 費 用
前 受 収 益
給 付 補 填 備 金
金 融 派 生 商 品
リ ー ス 債 務
資 産 除 去 債 務
そ の 他 の 負 債

退 職 給 付 引 当 金
睡眠預金払戻損失引当金
偶 発 損 失 引 当 金
再評価に係る繰延税金負債
支 払 承 諾

  
6,400,615 
284,726 
3,194,030 
63,267 
9,951 

2,787,121 
11,641 
49,875 
213,848 
233,352 
46,104 
85,405 
85,405 
133 
39 
94 

73,300 
29,668 

3 
2,030 
9,733 
2,144 

2 
5,184 
280 
806 
9,483 
5,782 
2,394 
2,053 
18,634 
30,037 

負 債 の 部 合 計 7,141,329 
（純 資 産 の 部）

資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
圧 縮 積 立 金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
（株 主 資 本 合 計）
その他有価証券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
土 地 再 評 価 差 額 金
（評価・換算差額等合計）

 
 

85,745 
85,684 
85,684 
141,519 

61 
141,458 

3 
122,800 
18,654 
△673 

（312,275） 
34,694 

0 
29,916 

（64,610） 
純 資 産 の 部 合 計 376,885 

資 産 の 部 合 計 7,518,215 負債及び純資産の部合計 7,518,215 
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第103期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）損益計算書  （単位：百万円）  
科        目 金        額 

経 常 収 益  142,648 
資 金 運 用 収 益 108,652   
貸 出 金 利 息 90,667   
有 価 証 券 利 息 配 当 金 17,812   
コ ー ル ロ ー ン 利 息 73   
預 け 金 利 息 46   
そ の 他 の 受 入 利 息 50   

役 務 取 引 等 収 益 24,286   
受 入 為 替 手 数 料 9,085   
そ の 他 の 役 務 収 益 15,200   

特 定 取 引 収 益 30   
商 品 有 価 証 券 収 益 30   

そ の 他 業 務 収 益 5,133   
外 国 為 替 売 買 益 522   
国 債 等 債 券 売 却 益 4,516   
そ の 他 の 業 務 収 益 94   

そ の 他 経 常 収 益 4,545   
償 却 債 権 取 立 益 2,032   
株 式 等 売 却 益 275   
金 銭 の 信 託 運 用 益 8   
そ の 他 の 経 常 収 益 2,229   

経 常 費 用  107,842 
資 金 調 達 費 用 8,458   
預 金 利 息 4,519   
譲 渡 性 預 金 利 息 315   
コ ー ル マ ネ ー 利 息 379   
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 220   
借 用 金 利 息 1,138   
社 債 利 息 1,693   
そ の 他 の 支 払 利 息 190   

役 務 取 引 等 費 用 11,625   
支 払 為 替 手 数 料 1,819   
そ の 他 の 役 務 費 用 9,805   

そ の 他 業 務 費 用 1,226   
国 債 等 債 券 売 却 損 978   
国 債 等 債 券 償 還 損 212   
金 融 派 生 商 品 費 用 35   
そ の 他 の 業 務 費 用 0   

営 業 経 費 71,873   
そ の 他 経 常 費 用 14,658   
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2,423   
貸 出 金 償 却 3,869   
株 式 等 売 却 損 801   
株 式 等 償 却 4,512   
そ の 他 の 経 常 費 用 3,051   

経 常 利 益  34,805 
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（単位：百万円）  
科        目 金        額 

特 別 利 益  27 
固 定 資 産 処 分 益 27   

特 別 損 失  4,741 
固 定 資 産 処 分 損 390   
減 損 損 失 1,576   
退 職 給 付 信 託 設 定 損 2,774   

税 引 前 当 期 純 利 益  30,091 
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,328   
法 人 税 等 調 整 額 9,970   
法 人 税 等 合 計  12,298 
当 期 純 利 益  17,793 
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第103期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）  科     目 金  額 科     目 金  額 
株主資本  自己株式   
資本金  当期首残高  △668 
当期首残高  85,745 当期変動額   
当期変動額  自己株式の取得  △11 
当期変動額合計  ― 自己株式の処分  7 

当期末残高  85,745 当期変動額合計  △4 
資本剰余金  当期末残高  △673 
資本準備金  株主資本合計   
当期首残高  85,684 当期首残高  297,630 
当期変動額  当期変動額   
当期変動額合計  ― 剰余金の配当  △3,975 

当期末残高  85,684 当期純利益  17,793 
資本剰余金合計  自己株式の取得  △11 
当期首残高  85,684 自己株式の処分  3 
当期変動額  土地再評価差額金の取崩  835 
当期変動額合計  ― 当期変動額合計  14,644 

当期末残高  85,684 当期末残高  312,275 
利益剰余金  評価・換算差額等   
利益準備金  その他有価証券評価差額金   
当期首残高  61 当期首残高  10,517 
当期変動額  当期変動額   
当期変動額合計  ― 株主資本以外の項目の当期変動額(純額)  24,176 

当期末残高  61 当期変動額合計  24,176 
その他利益剰余金  当期末残高  34,694 
圧縮積立金  繰延ヘッジ損益   
当期首残高  3 当期首残高  △0 
当期変動額  当期変動額   
圧縮積立金の取崩  △0 株主資本以外の項目の当期変動額(純額)  0 
当期変動額合計  △0 当期変動額合計  0 

当期末残高  3 当期末残高  0 
別途積立金  土地再評価差額金   
当期首残高  109,700 当期首残高  30,751 
当期変動額  当期変動額   
別途積立金の積立  13,100 株主資本以外の項目の当期変動額(純額)  △835 
当期変動額合計  13,100 当期変動額合計  △835 

当期末残高  122,800 当期末残高  29,916 
繰越利益剰余金  評価・換算差額等合計   
当期首残高  17,104 当期首残高  41,269 
当期変動額  当期変動額   
剰余金の配当  △3,975 株主資本以外の項目の当期変動額(純額)  23,340 
圧縮積立金の取崩  0 当期変動額合計  23,340 
別途積立金の積立  △13,100 当期末残高  64,610 
当期純利益  17,793 純資産合計   
自己株式の処分  △3 当期首残高  338,900 
土地再評価差額金の取崩  835 当期変動額   
当期変動額合計  1,549 剰余金の配当  △3,975 

当期末残高  18,654 当期純利益  17,793 
利益剰余金合計  自己株式の取得  △11 
当期首残高  126,869 自己株式の処分  3 
当期変動額  土地再評価差額金の取崩  835 
剰余金の配当  △3,975 株主資本以外の項目の当期変動額(純額)  23,340 
圧縮積立金の取崩  ― 当期変動額合計  37,985 
別途積立金の積立  ― 当期末残高  376,885 
当期純利益  17,793   
自己株式の処分  △3   
土地再評価差額金の取崩  835   
当期変動額合計  14,649   

当期末残高  141,519   
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個別注記表 
 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 
重要な会計方針 

1. 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 
金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、
市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下、｢特定取引目的」という｡）
の取引については、取引の約定時点を基準とし、貸借対照表上「特定取引資産」及
び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を損益計算書上「特
定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については決算
日の時価により、先物・オプション取引等の派生商品については決算日において決
済したものとみなした額により行っております。 
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当事業年度中の受払利息等に、
有価証券、金銭債権等については前事業年度末と当事業年度末における評価損益の
増減額を、派生商品については前事業年度末と当事業年度末におけるみなし決済か
らの損益相当額の増減額を加えております。 

2. 有価証券の評価基準及び評価方法 
（1）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法 

(定額法)、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による
原価法、その他有価証券については原則として決算日の市場価格等に基づく時価
法 (売却原価は移動平均法により算定)、ただし時価を把握することが極めて困難
と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。 

  なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理して
おります。 

（2）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用
されている有価証券の評価は、時価法により行っております。 

3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行ってお
ります。 

4. 固定資産の減価償却の方法 
（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物
附属設備を除く｡）については定額法）を採用しております。 
また、主な耐用年数は次のとおりであります。 
  建    物    ３年～60年 
  そ  の  他    ２年～20年 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェ
アについては、行内における利用可能期間（主として５年）に基づいて償却して
おります。 

（3）リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定
資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却してお
ります。なお、残存価額については、零としております。 
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5. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建資産及び負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

6. 引当金の計上基準 
（1）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、｢破綻先」と
いう｡）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、｢実質破綻先」とい
う｡）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価
額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を
計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能
性が大きいと認められる債務者（以下、｢破綻懸念先」という｡）に係る債権について
は、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ
の残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しておりま
す。 
破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務
者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に
見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施
前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法 
(キャッシュ・フロー見積法) により計上しております。また、当該大口債務者のうち、
将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることが困難な債務者に対する債権につい
ては、個別的に残存期間を算定し、その残存期間に対応する今後の一定期間における
予想損失額を計上しております。 
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績
率等に基づき計上しております。 
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、
当該部署から独立した資産監査室が査定結果を監査しております。 
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保･保証付債権等については、債権額から担
保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込
額として債権額から直接減額しており、その金額は22,288百万円であります。 

（2）投資損失引当金 
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券及びゴルフ会員権
等の発行会社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上しております。 

（3）退職給付引当金 
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、数
理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。 
  数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額を、それぞ
れ発生の翌事業年度から損益処理

（4）睡眠預金払戻損失引当金 
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払
戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認め
られる額を計上しております。 
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（5）偶発損失引当金 
偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に係る債権に関して将来発生
する可能性のある負担金支払額及び、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶
発事象に対し将来発生する可能性のある損失を見積り必要と認められる額を計上
しております。 

7. リース取引の処理方法 
所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年４月
１日前に開始する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会
計処理によっております。 

8. ヘッジ会計の方法 
（1）為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、
｢銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」
(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号。以下、｢業種別監査委員会報
告第25号」という｡）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価
の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行
う為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務
等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することに
よりヘッジの有効性を評価しております。 

（2）内部取引等 
デリバティブ取引のうち内部部門間の内部取引については、ヘッジ手段として指
定している為替スワップ取引に対して、業種別監査委員会報告第25号に基づき、
恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基準に準
拠した運営を行っているため、当該為替スワップ取引から生じる収益及び費用は
消去せずに損益認識又は繰延処理を行っております。 
なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

9. 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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注記事項 
（貸借対照表関係） 
1. 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、国債に

6,291百万円含まれております。 
2. 貸出金のうち、破綻先債権額は3,523百万円、延滞債権額は132,519百万円であり

ます。 
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることそ
の他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利
息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下、｢未収利息不計上
貸出金」という｡）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項
第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出
金であります。 
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経
営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金
であります。 

3. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は323百万円であります。 
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３
月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

4. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は26,003百万円であります。 
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利と
なる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当
しないものであります。 

5. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計
額は162,369百万円であります。 
なお、上記2.から5.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

6. 手形割引は、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取
扱い｣（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融取引として
処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は
再担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は
34,285百万円であります。 
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7. 担保に供している資産は次のとおりであります。 
 担保に供している資産 
  預け金 60百万円
  有価証券 449,175百万円
 担保資産に対応する債務
  預金 11,060百万円
  コールマネー 134,600百万円
  債券貸借取引受入担保金 46,104百万円
  借用金 51,000百万円
上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有
価証券105,270百万円を差し入れております。 
子会社、子法人等及び関連法人等の借入金等の担保として差し入れているものはあ
りません。 
また、その他の資産には、保証金2,319百万円が含まれております。 

8. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行
の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の
限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資
未実行残高は、1,625,086百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のも
の又は任意の時期に無条件で取消可能なものが1,604,633百万円あります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未
実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるもの
ではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその
他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度
額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時におい
て必要に応じて不動産･有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定
めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与
信保全上の措置等を講じております。 

9. 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業
用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を 
｢再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土
地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 
 再評価を行った年月日 平成10年３月31日 
 同法律第３条第３項に定める再評価の方法
 

土地の再評価に関する法律施行令
(平成10年３月31日公布政令第119
号）第２条第１号に定める近隣の地
価公示法（昭和44年公布法律第49
号）及び同条第４号に定める地価税
法（平成３年法律第69号）に基づ
いて、時点修正等合理的な調整を行
って算出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の当事業年度末における時価の
合計額と当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 31,996百万円   
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10. 有形固定資産の減価償却累計額 69,976百万円
11. 有形固定資産の圧縮記帳額 7,614百万円
12. ｢有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によ

る社債に対する当行の保証債務の額は5,911百万円であります。 
13. 貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部については、所有権移転

外ファイナンス・リース契約により使用しております。 
14. 関係会社に対する金銭債権総額 11,413百万円
15. 関係会社に対する金銭債務総額 54,649百万円

 
（損益計算書関係） 
関係会社との取引による収益 
 資金運用取引に係る収益総額 605百万円
 役務取引等に係る収益総額 648百万円
 その他業務・その他経常取引に係る収益総額 77百万円
関係会社との取引による費用 
 資金調達取引に係る費用総額 976百万円
 役務取引等に係る費用総額 3,286百万円
 その他業務・その他経常取引に係る費用総額 7,674百万円

 
（株主資本等変動計算書関係） 
自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（単位：千株）  
 当事業年度

期首株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度 
末 株 式 数 摘 要 

自己株式  
 普通株式 1,653 60 17 1,696 （注） 
合 計 1,653 60 17 1,696 

 （注） 普通株式の増加60千株は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少17千株
は、単元未満株式の買増し請求によるものです。 
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（33） 

（有価証券関係） 
貸借対照表の「国債」｢地方債」｢社債」｢株式」｢その他の証券」のほか、｢商品有価証券」
が含まれております。 
1. 売買目的有価証券（平成25年３月31日現在） 

 
 当事業年度の損益に含まれた評価差額

（百万円）
売買目的有価証券 7

 2. 満期保有目的の債券（平成25年３月31日現在）  
 種 類 貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円） 
差額 

（百万円） 

時価が貸借対照表計上
額を超えるもの 

国債 39,164 41,535 2,371
地方債 17,744 18,482 738
社債 18,715 19,591 875
その他 ― ― ―
 外国債券 ― ― ―

小 計 75,624 79,609 3,985

時価が貸借対照表計上
額を超えないもの 

国債 ― ― ―
地方債 ― ― ―
社債 ― ― ―
その他 ― ― ―
 外国債券 ― ― ―

小 計 ― ― ―
合 計 75,624 79,609 3,985

 
3. 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（平成25年３月31日現在） 

時価のあるものは該当ありません。 
なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式及び関
連法人等株式は、以下のとおりです。 
 

 貸借対照表計上額
（百万円）

子会社・子法人等株式及び出資金 13,749
関連法人等株式 330
合 計 14,079
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（34） 

4. その他有価証券（平成25年３月31日現在）  
 種類 貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額 
（百万円） 

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの 

株式 56,197 37,325 18,871
債券 1,057,232 1,042,442 14,789
 国債 449,520 443,861 5,658
 地方債 174,115 172,464 1,650
 社債 433,596 426,116 7,480
その他 320,047 294,873 25,173
 外国債券 236,771 231,493 5,278
 その他 83,275 63,380 19,894

小 計 1,433,476 1,374,642 58,834

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの 

株式 23,700 27,774 △4,073
債券 103,288 103,718 △430
 国債 72,255 72,661 △406
 地方債 1,465 1,468 △2
 社債 29,567 29,589 △22
その他 59,973 61,163 △1,189
 外国債券 54,438 54,985 △546
 その他 5,534 6,178 △643

小 計 186,962 192,656 △5,694
合 計 1,620,439 1,567,298 53,140

 （注） 時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券  
 貸借対照表計上額

（百万円）
株式 14,921
その他 1,835
合 計 16,757

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら
れることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

5. 当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成24年４月１日 至 平成25年
３月31日） 
該当ありません。 
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（35） 

6. 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）  
 

 売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額 
（百万円） 

株式 6,823 275 801
債券 181,086 2,736 67
 国債 152,101 2,585 65
 地方債 11,263 61 ―
 社債 17,720 89 1
その他 47,454 1,779 910
 外国債券 45,757 1,779 271
 その他 1,696 ― 639
合 計 235,363 4,791 1,779

  
7. 保有目的を変更した有価証券 

該当ありません。 
8. 減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）
のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得
原価まで回復する見込みがあると認められるもの以外については、当該時価をもっ
て貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以
下、｢減損処理」という｡）しております。 
当事業年度における減損処理額は、4,402百万円（すべて株式）であります。 
当該有価証券の減損処理については、時価の取得原価に対する下落率が50％以上の
銘柄はすべて、また同下落率が30％以上50％未満の銘柄については、発行会社の業
況や過去一定期間の時価の下落率等を考慮し、時価の著しい下落に該当するもの、
かつ時価の回復可能性があると認められるもの以外について実施しております。 
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（36） 

（金銭の信託関係） 
1. 運用目的の金銭の信託（平成25年３月31日現在）  

 貸借対照表計上額
（百万円）

当事業年度の損益に含まれた 
評価差額（百万円） 

運用目的の金銭の信託 2,000 ―
 2. 満期保有目的の金銭の信託（平成25年３月31日現在） 
該当ありません。 

3. その他の金銭の信託 (運用目的及び満期保有目的以外) (平成25年３月31日現在)  

 貸借対照表計上額
（百万円） 

取得原価 
（百万円）

差額 
（百万円）

うち貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの 
（百万円）

うち貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 
（百万円） 

その他の 
金銭の信託 1,000 1,000 ― ― ―

 （注）1. 貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価により計上
したものであります。 

2. ｢うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」｢うち貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

 
（税効果会計関係） 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであ
ります。 

繰延税金資産 
 貸倒引当金損金算入限度額超過額 15,918百万円
 退職給付引当金 3,293
 減価償却の償却超過額 2,006
 税務上の繰越欠損金 13,627
 その他 13,012
繰延税金資産小計 47,859
評価性引当額 △12,271
繰延税金資産合計 35,588
繰延税金負債 
 固定資産圧縮積立額 △1
 会社分割に伴う有価証券評価損等 △61
 資産除去債務 △55
 その他有価証券評価差額金 △18,446
 繰延ヘッジ損益 △0
繰延税金負債合計 △18,565
繰延税金資産の純額 17,022百万円

 
（１株当たり情報） 
 １株当たりの純資産額 474円04銭
 １株当たりの当期純利益金額 22円37銭
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（37） 

（関連当事者との取引） 
1. 親会社及び法人主要株主等 

該当ありません。 
2. 子会社、子法人等及び関連法人等 

 
属性 会 社 等 

の 名 称 
議 決 権 等
の所有割合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 

（百万円） 科目 期末残高（百万円）

子会社 九州カード
株式会社 

直接 74.75％
間接  1.09％

役員の兼任 
ローン等に係
る保証委託 

被保証債務
（注） 142,540 ― ―

子法人等
西日本信用
保証株式会
社 

直接 49.00％
役員の兼任 
ローン等に係
る保証委託 

被保証債務
（注）1,065,393 ― ―

 
取引条件及び取引条件の決定方針 
（注） 取引条件ないし取引条件の決定方針は、一般取引先と同様の条件によってお

ります。 
3. 兄弟会社等 

該当ありません。 
4. 役員及び個人主要株主等 

 
属性 会社等の名称 又 は 氏 名 

議 決 権 等
の所有割合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等 

山田商事 
株式会社 ― 

当行取締役石田
保之の近親者が
議決権の過半数
を所有 

資金の貸付
（注） ― 貸出金 232

債務の保証
（注） ― 支払承諾

見返 40

 取引条件及び取引条件の決定方針 
（注） 取引条件ないし取引条件の決定方針は、一般取引先と同様の条件によってお

ります。   



 
02_0556301102506.docx 
㈱西日本シティ銀行様 招集 2013/05/23 21:17:00印刷 16/33 
 

（38） 

連結計算書類の作成方針 
 
 子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の
２に基づいております。 
 
１ 連結の範囲に関する事項 
（1）連結される子会社及び子法人等       ８社 

株式会社長崎銀行 
ＮＣＢビジネスサービス株式会社 
Nishi-Nippon City Preferred Capital（Cayman）Limited 
九州カード株式会社 
株式会社ＮＣＢリサーチ＆コンサルティング 
九州債権回収株式会社 
西日本シティＴＴ証券株式会社 
西日本信用保証株式会社 
 なお、前連結会計年度連結される子会社でありましたＮＣＢオフィスサービス株式
会社及びＮＣＢモーゲージサービス株式会社は、当連結会計年度において清算結了し
たため、連結の範囲から除外しております。 

（2）非連結の子会社及び子法人等 
    西日本チャレンジ投資事業有限責任組合２号 

 非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う
額)、利益剰余金 (持分に見合う額) 及びその他の包括利益累計額 (持分に見合う額) 
等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理
的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 
（1）持分法適用の非連結の子会社及び子法人等 
    該当ありません。 
（2）持分法適用の関連法人等          １社 
    株式会社エヌ・ティ・ティ・データＮＣＢ 
（3）持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 
    西日本チャレンジ投資事業有限責任組合２号 

 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等は、当期純損益 (持分に見合う額)、利
益剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等から
みて、持分法の対象から除いても連結計算書類に重要な影響を与えないため、持分法
の対象から除いております。 

（4）持分法非適用の関連法人等 
    該当ありません。 
３ のれんの償却に関する事項 
主として５年間の定額法により償却を行っております。 
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（39） 

  第103期末（平成25年３月31日現在）連結貸借対照表 
 

（単位：百万円）  
科     目 金   額 科     目 金   額 

（資 産 の 部） 

現 金 預 け 金 

コールローン及び買入手形 

買 入 金 銭 債 権 

特 定 取 引 資 産 

金 銭 の 信 託 

有 価 証 券 

貸 出 金 

外 国 為 替 

そ の 他 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

その他の有形固定資産 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

の れ ん 

リ ー ス 資 産 

その他の無形固定資産 

繰 延 税 金 資 産 

支 払 承 諾 見 返 

貸 倒 引 当 金 

投 資 損 失 引 当 金 

 

248,461 

293 

27,543 

1,548 

3,000 

1,717,636 

5,585,226 

5,137 

45,804 

117,073 

24,103 

80,697 

317 

116 

11,838 

9,904 

8,955 

256 

79 

612 

19,459 

33,043 

△38,955 

△613 

（負 債 の 部） 

預 金
譲 渡 性 預 金
コールマネー及び売渡手形
債券貸借取引受入担保金
借 用 金
外 国 為 替
社 債
そ の 他 負 債
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
睡眠預金払戻損失引当金
偶 発 損 失 引 当 金
特 別 法 上 の 引 当 金
再評価に係る繰延税金負債
支 払 承 諾

 

6,600,100 
222,134 
233,352 
46,104 
74,004 
133 

73,300 
52,610 
6,726 
151 
2,421 
2,104 

0 
19,056 
33,043 

負 債 の 部 合 計 7,365,244 

（純 資 産 の 部） 
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式
（株 主 資 本 合 計） 
その他有価証券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
土 地 再 評 価 差 額 金
（その他の包括利益累計額合計） 
少 数 株 主 持 分

 
85,745 
90,301 
143,541 
△673 

（318,914） 
35,521 

0 
29,916 
（65,437） 
24,968 

純 資 産 の 部 合 計 409,320 
資 産 の 部 合 計 7,774,565 負債及び純資産の部合計 7,774,565 
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（40） 

   
第103期 （平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）連結損益計算書 

 
（単位：百万円）  

科        目 金        額 
経 常 収 益  156,212 
資 金 運 用 収 益 114,504   
貸 出 金 利 息 96,095   
有 価 証 券 利 息 配 当 金 17,446   
コールローン利息及び買入手形利息 81   
預 け 金 利 息 48   
そ の 他 の 受 入 利 息 832   

役 務 取 引 等 収 益 30,840   
特 定 取 引 収 益 338   
そ の 他 業 務 収 益 5,639   
そ の 他 経 常 収 益 4,890   
償 却 債 権 取 立 益 2,173   
そ の 他 の 経 常 収 益 2,717   

経 常 費 用  117,952 
資 金 調 達 費 用 7,976   
預 金 利 息 4,642   
譲 渡 性 預 金 利 息 327   
コールマネー利息及び売渡手形利息 380   
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 220   
借 用 金 利 息 521   
社 債 利 息 1,693   
そ の 他 の 支 払 利 息 190   

役 務 取 引 等 費 用 9,544   
そ の 他 業 務 費 用 1,226   
営 業 経 費 81,826   
そ の 他 経 常 費 用 17,378   
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,095   
そ の 他 の 経 常 費 用 16,283   

経 常 利 益  38,260 
特 別 利 益  101 

固 定 資 産 処 分 益 101   
特 別 損 失  4,857 

固 定 資 産 処 分 損 470   
減 損 損 失 1,612   
退 職 給 付 信 託 設 定 損 2,774   
そ の 他 の 特 別 損 失 0   

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  33,504 
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,418   
法 人 税 等 調 整 額 10,079   
法 人 税 等 合 計  13,498 
少数株主損益調整前当期純利益  20,006 
少 数 株 主 利 益  1,569 
当 期 純 利 益  18,436 
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第103期 （平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）連結株主資本等変動計算書 

 
（単位：百万円）  

科     目 金  額 科     目 金  額 
株主資本  その他の包括利益累計額   
資本金  その他有価証券評価差額金   
当期首残高  85,745 当期首残高  11,032 
当期変動額  当期変動額   
当期変動額合計  ― 株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  24,489 
当期末残高  85,745 当期変動額合計  24,489 
資本剰余金  当期末残高  35,521 
当期首残高  90,301 繰延ヘッジ損益   
当期変動額  当期首残高  △0 
当期変動額合計  ― 当期変動額   
当期末残高  90,301 株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  0 
利益剰余金  当期変動額合計  0 
当期首残高  128,247 当期末残高  0 
当期変動額  土地再評価差額金   
剰余金の配当  △3,975 当期首残高  30,751 
当期純利益  18,436 当期変動額   
自己株式の処分  △3 株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  △835 
土地再評価差額金の取崩  835 当期変動額合計  △835 
当期変動額合計  15,293 当期末残高  29,916 
当期末残高  143,541 その他の包括利益累計額合計   
自己株式  当期首残高  41,783 
当期首残高  △668 当期変動額   
当期変動額  株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  23,653 
自己株式の取得  △11 当期変動額合計  23,653 
自己株式の処分  7 当期末残高  65,437 
当期変動額合計  △4 少数株主持分   
当期末残高  △673 当期首残高  28,132 
株主資本合計  当期変動額   
当期首残高  303,625 株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  △3,163 
当期変動額  当期変動額合計  △3,163 
剰余金の配当  △3,975 当期末残高  24,968 
当期純利益  18,436 純資産合計   
自己株式の取得  △11 当期首残高  373,541 
自己株式の処分  3 当期変動額   
土地再評価差額金の取崩  835 剰余金の配当  △3,975 
当期変動額合計  15,288 当期純利益  18,436 
当期末残高  318,914 自己株式の取得  △11 

自己株式の処分  3 
土地再評価差額金の取崩  835 

  株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  20,489 
  当期変動額合計  35,778 
  当期末残高  409,320 
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連結注記表 
 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 
会計処理基準に関する事項 
（1）特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、
市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下、｢特定取引目的」という｡）
の取引については、取引の約定時点を基準とし、連結貸借対照表上「特定取引資産」
及び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を連結損益計算書
上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については連結
決算日の時価により、先物・オプション取引等の派生商品については連結決算日に
おいて決済したものとみなした額により行っております。 
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度中の受払利息
等に、有価証券、金銭債権等については前連結会計年度末と当連結会計年度末にお
ける評価損益の増減額を、派生商品については前連結会計年度末と当連結会計年度
末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

（2）有価証券の評価基準及び評価方法  
（イ）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法 

(定額法)、持分法非適用の非連結子会社・子法人等株式については移動平均法によ
る原価法、その他有価証券については原則として連結決算日の市場価格等に基づ
く時価法 (売却原価は移動平均法により算定)、ただし時価を把握することが極め
て困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っておりま
す。 
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理して
おります。  

（ロ）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用
されている有価証券の評価は、時価法により行っております。 

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行ってお
ります。 

（4）固定資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産（リース資産を除く） 
当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物 
(建物附属設備を除く｡) については定額法) を採用しております。 
また、主な耐用年数は次のとおりであります。 
 建    物    ３年～60年 
 そ  の  他    ２年～20年 
連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数
に基づき、主として定率法により償却しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェ
アについては、当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間 
(主として５年) に基づいて償却しております。 
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③ リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定
資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却してお
ります。なお、残存価額については零としております。 

（5）貸倒引当金の計上基準 
当行及び主要な連結される子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準
に則り、次のとおり計上しております。 
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、｢破綻先」と
いう｡）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、｢実質破綻先」とい
う｡）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価
額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額
を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る
可能性が大きいと認められる債務者（以下、｢破綻懸念先」という｡）に係る債権に
ついては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控
除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上
しております。 
破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債
務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理
的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩
和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とす
る方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。また、当該大口債
務者のうち、将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることが困難な債務者に対
する債権については、個別的に残存期間を算定し、その残存期間に対応する今後の
一定期間における予想損失額を計上しております。 
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実
績率等に基づき計上しております。 
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、
当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。 
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から
担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能
見込額として債権額から直接減額しており、その金額は24,666百万円であります。 
その他の連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去
の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権について
は、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。 

（6）投資損失引当金の計上基準 
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券及びゴルフ会員権等
の発行会社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上しております。 

（7）退職給付引当金の計上基準 
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退
職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、数
理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。 
  数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内

の一定の年数（主として10年）による定額法により按分
した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 
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（8）役員退職慰労引当金の計上基準 
連結される子会社及び子法人等の役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支
払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当連結会計年度
末までに発生していると認められる額を計上しております。 

（9）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻
請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認められ
る額を計上しております。 

（10）偶発損失引当金の計上基準 
偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に係る債権に関して将来発生す
る可能性のある負担金支払額及び、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事
象に対し将来発生する可能性のある損失を見積り必要と認められる額を計上してお
ります。 

（11）特別法上の引当金の計上基準 
特別法上の引当金は、金融商品取引責任準備金であり、有価証券の売買その他の取
引等に関して生じた事故による損失に備えるため、連結される子会社が金融商品取
引法第46条の５及び金融商品取引業等に関する内閣府令第175条の規定に定めると
ころにより算出した額を計上しております。 

（12）外貨建の資産・負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建資産及び負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

（13）リース取引の処理方法 
当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の所有権移転外ファイナンス・リ
ース取引のうち、リース取引開始日が平成20年４月１日前に開始する連結会計年度
に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

（14）重要なヘッジ会計の方法 
（イ）為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方
法は、｢銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱
い｣（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号。以下、｢業種別監査委員
会報告第25号」という｡）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性
評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的
で行う為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権
債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認するこ
とによりヘッジの有効性を評価しております。 

（ロ）内部取引等  
デリバティブ取引のうち内部部門間の内部取引については、ヘッジ手段として指
定している為替スワップ取引に対して、業種別監査委員会報告第25号に基づき、
恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基準に準
拠した運営を行っているため、当該為替スワップ取引から生じる収益及び費用は
消去せずに損益認識又は繰延処理を行っております。 
なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

（15）消費税等の会計処理  
当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処
理は、税抜方式によっております。 
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注記事項 
（連結貸借対照表関係） 
1. 貸出金のうち、破綻先債権額は3,687百万円、延滞債権額は145,064百万円であり

ます。 
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることそ
の他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利
息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下、｢未収利息不計上
貸出金」という｡）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項
第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸
出金であります。 
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経
営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金
であります。 

2. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は323百万円であります。 
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３
月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

3. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は26,061百万円であります。 
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利と
なる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当
しないものであります。 

4. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計
額は 175,137百万円であります。 
なお、上記1.から4.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

5. 手形割引は、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取
扱い｣（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融取引として
処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は
再担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、
35,636百万円であります。 

6. 担保に供している資産は次のとおりであります。 
 担保に供している資産 
  現金預け金 60百万円
  買入金銭債権 536百万円
  有価証券 449,175百万円
 担保資産に対応する債務
  預金 11,060百万円
  コールマネー及び売渡手形 134,600百万円
  債券貸借取引受入担保金 46,104百万円
  借用金 51,380百万円
上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、現
金預け金２百万円、有価証券111,561百万円を差し入れております。 
また、その他資産には、保証金3,221百万円が含まれております。 
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7. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行
の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の
限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資
未実行残高は、1,731,366百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のも
の又は任意の時期に無条件で取消可能なものが 1,710,394百万円あります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未
実行残高そのものが必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキ
ャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、
金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結
される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減
額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要
に応じて不動産･有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めてい
る行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全
上の措置等を講じております。 

8. 有形固定資産の減価償却累計額 73,497百万円
9. 有形固定資産の圧縮記帳額 7,829百万円
10. ｢有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によ

る社債に対する保証債務の額は5,911百万円であります。 
 
（連結損益計算書関係） 
｢その他の経常費用」には、貸出金償却5,777百万円及び株式等償却4,526百万円を含ん
でおります。 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 
1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（単位：千株）  
 当連結会計年度

期 首 株 式 数
当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度 
末 株 式 数 摘 要 

発行済株式  
 普通株式 796,732 ― ― 796,732  
合 計 796,732 ― ― 796,732 
自己株式  
 普通株式 1,653 60 17 1,696 （注） 
合 計 1,653 60 17 1,696 
 （注）自己株式の普通株式の増加60千株は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少

17千株は、単元未満株式の買増し請求によるものであります。  2. 配当に関する事項 
（1）当連結会計年度中の配当金支払額 

 
決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり

配 当 額 基準日 効力発生日 

平成24年６月28日 
定時株主総会 普通株式 1,987百万円 2.50円 平成24年３月31日 平成24年６月29日

平成24年11月９日 
取締役会 普通株式 1,987百万円 2.50円 平成24年９月30日 平成24年12月10日

合 計  3,975百万円   
 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度
の末日後となるもの 
平成25年６月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事
項を次のとおり提案しております。 

 
株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり

配 当 額 基準日 効力発生日 

普通株式 1,987百万円 その他利益剰余金 2.50円 平成25年３月31日 平成25年６月28日
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（金融商品関係） 
1. 金融商品の状況に関する事項 
（1）金融商品に対する取組方針 

当行は、預金業務、貸出業務、有価証券投資業務、内国為替業務、外国為替業務
など銀行業務を中心に金融サービスに係る事業を行っており、市場の状況や長短
のバランスを勘案して、資金の運用及び調達を行っております。これらの事業を
行うため、オフバランス取引を含む銀行全体の資産・負債を対象として、リスク
を統合的に把握し、適正にコントロールすることで、合理的かつ効率的なポート
フォリオを構築し、収益の極大化・安定化を目指した資産・負債の総合管理（Ａ
ＬＭ）を実施しております。 
また、当行の一部の子会社及び子法人等は、銀行業務、クレジットカード業務、
信用保証業務、債権管理回収業務を行っております。 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 
当行グループの総資産の70％を占める貸出金は、主として国内の法人及び個人に
対するものであり、契約不履行によってもたらされる信用リスクを内包しており
ます。大口貸出先の信用力の悪化や担保価値の大幅下落、その他予期せぬ問題等
が発生した場合、想定外の償却や貸倒引当金の積み増しといった信用コストが増
加するおそれがあり、また、資産運用ウェイトからもその影響力は大きく、財政
状態及び業績に悪影響を与える可能性があります。 
有価証券は、主に株式、債券及び投資信託等であり、それぞれ発行体の信用リス
ク及び金利の変動リスクを内包しております。市場性のある株式については、マ
ーケットの動向次第では株価の下落により減損または評価損が発生し、債券につ
いても、今後、景気の回復等に伴い金利が上昇した場合、保有する債券に評価損
が発生するなど、価格変動リスクを内包しております。 
借用金及び社債については、当行グループで、財務内容の悪化等により資金繰り
に問題が発生したり、資金の確保に通常より高い金利での資金調達を余儀なくさ
れた場合、また、市場の混乱等による市場取引の中止や、通常より著しく不利な
価格での取引を余儀なくされた場合、その後の業務展開に影響を受けるなど流動
性リスクを内包しております。 
デリバティブ取引には、金利スワップ取引、先物為替取引、通貨スワップ取引及
び通貨オプション取引等があります。これらの取引は、主にオン・バランス資
産・負債の市場リスクの管理・軽減を目的としたヘッジ取引であり、一部トレー
ディング業務における相場等の短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を
得ることを目的としております。ヘッジ取引の内容は、主として、金利スワップ
による固定金利貸出、満期繰上特約付定期預金（コーラブル預金）等の金利変動
リスクに対するヘッジ、及び先物為替・通貨オプション取引等による外貨建資
産・負債の為替変動リスクに対するヘッジであり、ヘッジ対象とヘッジ手段のキ
ャッシュ・フロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎として、ヘッジの
有効性を評価しております。但し、特例処理によっている金利スワップについて
は、継続的に特例処理の要件を検討することにより、有効性の評価を省略してお
ります。これらのデリバティブ取引は、金利・為替・株価等の変動により保有ポ
ジションの価値が減少する市場リスク、及び取引の相手方が契約不履行となった
時点において損失を被る信用リスクを内包しております。 
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（3）金融商品に係るリスク管理体制 
① 信用リスクの管理  
当行では、信用リスクが最重要リスクであるとの認識のもと、信用リスク管理
の基本的な考え方を定めた「信用リスク管理方針」や与信行動規範である「ク
レジットポリシー」に基づき、信用リスク管理の強化に取り組んでおります。 
個別案件の与信は、厳正な審査基準に基づいた審査を行っているほか、特に一
定の基準を超える案件については、審査部の専門スタッフによる高度な審査を
通して資産の健全性の維持に努めております。 
貸出ポートフォリオについても、｢信用格付制度」をベースに「信用リスクの定
量分析」や「業種別ポートフォリオ管理」を通して特定の業種や取引先に偏る
ことのないようリスク分散に留意しております。 
また、適正な償却・引当を実施するため、資産の自己査定を行い、監査部内の
資産監査室において自己査定の実施状況及びこれに基づく償却・引当の妥当性
を監査しております。 

② 市場リスクの管理 
当行では、市場取引の執行部署（フロントオフィス）と事務処理部署（バック
オフィス）を明確に分離し、市場部門から独立した経営管理部をリスク管理担
当（ミドルオフィス）として市場取引の損益状況や市場リスク関連規程等の遵
守状況をチェックするなど、相互牽制を行う体制を整備しております。 
また、ＢＰＶ、ＶａＲ法等の複数のリスク計測手法により、管理手法の高度化
を図る一方、市場リスクの許容限度を設定し、許容できる一定の範囲内に市場
リスクをコントロールすることにより、安定した収益の実現に努めております。 

③ 流動性リスクの管理 
当行では、流動性リスクが顕在化した場合、経営破綻やシステミックリスクが
発生する懸念もあることから、流動性リスクを重要なリスクのひとつと認識し
ており、十分な支払準備資産の確保、様々な緊急事態を想定した「コンティン
ジェンシープラン (危機管理計画書)」の策定等により、流動性リスクに備えて
おります。 
日常の資金繰りは、資金繰り管理部署である資金証券部・市場証券部が市場性
資金の運用・調達を行い、流動性リスク管理部署である経営管理部が資金繰り
状況を確認する等の相互牽制を行う体制を整備しており、円滑かつ安定的な資
金繰りの維持に努めております。 

④ デリバティブ取引に係るリスク管理 
デリバティブ取引は、社内規定に則って作成された運営ルールにより執行され
ております。当該ルールに、デリバティブ取引の範囲、権限、責任、手続、限
度額、ロスカットルール及び報告体制に関するルールが明記されており、各種
リスク状況は所管部で管理し、毎月、ＡＬＭ委員会等で経営陣に報告しており
ます。 

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合
理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前
提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異な
ることもあります。 
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2. 金融商品の時価等に関する事項 
平成25年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次の
とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株
式等は、次表には含めておりません ((注２) 参照)。 

（単位：百万円）  
 連結貸借対照表

計上額 時 価 差 額 

（1）現金預け金 248,461 248,461 ― 
（2）有価証券   
   満期保有目的の債券 75,624 79,609 3,985 
   その他有価証券 1,623,950 1,623,950 ― 
（3）貸出金 5,585,226   
   貸倒引当金（＊１） △36,010   
 5,549,215 5,668,833 119,617 
資産計 7,497,251 7,620,854 123,603 
（1）預金 6,600,100 6,601,238 1,138 
（2）譲渡性預金 222,134 222,134 ― 
（3）コールマネー及び売渡手形 233,352 233,352 ― 
（4）借用金 74,004 74,270 265 
（5）社債 73,300 76,043 2,743 
負債計 7,202,891 7,207,039 4,147 
デリバティブ取引（＊２）   
 ヘッジ会計が適用されていないもの 543 543 ― 
 ヘッジ会計が適用されているもの 220 220 ― 
デリバティブ取引計 764 764 ― 
 （＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 
（＊２）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 
    デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 

 
（注１）金融商品の時価の算定方法 
資 産 
（1）現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、預入期間
に基づく区分ごとに、新規に預け金を行った場合に想定される適用金利で割
り引いた現在価値を算定しております。なお、当初契約期間が短期間（１年
以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を
時価としております。 
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（2）有価証券 
株式は取引所の価格、債券は日本証券業協会が公表しております売買参考統
計値又は取引金融機関から提示された価格もしくは当行が合理的に算出した
価格を時価としております。投資信託は公表されている基準価格又は取引金
融機関から提示された価格を時価としております。外国証券は取引金融機関
及び金融情報提供会社から提示された価格を時価としております。 
自行保証付私募債は将来キャッシュ・フローを市場金利に信用リスクを反映
した利率で割り引いて時価を算定しております。 
変動利付国債の時価については、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引
続き市場価格を時価とみなせない状態にあると判断し、当連結会計年度末に
おいては、合理的に算定された価額をもって連結貸借対照表計上額としてお
ります。これにより、市場価格をもって連結貸借対照表計上額とした場合に
比べ、｢有価証券」は660百万円、｢その他有価証券評価差額金」は426百万
円それぞれ増加し、｢繰延税金資産」は233百万円減少しております。 
変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り及び原資産10年の
金利スワップションのボラティリティ等から見積もった将来キャッシュ・フ
ローと内包されるオプションの価値を、同利回りに基づく割引率で割引くこ
とにより算定しております。 

（3）貸出金 
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、
貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近
似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利による
ものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合
計額を市場金利に信用リスクを反映した利率で割り引いて時価を算定してお
ります。なお、約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と
近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積
将来キャッシュ・フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に
基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸
借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似して
おり、当該価額を時価としております。 
貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済
期限を設けていないものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、
時価は帳簿価額に近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価とし
ております。 

 
負 債 
（1）預金、及び（2）譲渡性預金 

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）
を時価とみなしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区
分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しておりま
す。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いており
ます。なお、当初契約期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額
と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 
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（3）コールマネー及び売渡手形 
コールマネー及び売渡手形は、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価
は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

（4）借用金 
借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、
当行並びに連結される子会社及び子法人等の信用状態は実行後大きく異なっ
ていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該
帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに
区分した当該借用金の元利金の合計額を市場金利に信用リスクを反映した利
率で割り引いて現在価値を算定しております。なお、約定期間が短期間（１
年以内)のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を
時価としております。 

（5）社債 
社債の時価は、日本証券業協会が公表しております売買参考統計値又は証券
会社が公表している価格を時価としております。また、変動金利の社債につ
いては、短期間で市場金利を反映し、発行体の信用状態は実行後大きく異な
っていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当
該帳簿価額を時価としております。 

 
デリバティブ取引 
デリバティブ取引は、金利関連取引 (金利オプション、金利スワップ)、通貨関連
取引（為替予約、通貨オプション、通貨スワップ）であります。これらの取引は
すべて店頭取引であり、時価は、割引現在価値やオプション価格計算モデル等に
より算出しております。 

 
（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上

額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資産（2）その他有価証券」
には含まれておりません。 

（単位：百万円）  
区 分 連結貸借対照表計上額 

① 非上場株式 (＊１) (＊２) 15,914 
② 組合出資金 (＊３) 2,147 
合 計 18,062 
 （＊１） 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから時価開示の対象とはしておりません。 
（＊２） 当連結会計年度において、非上場株式について109百万円減損処理を行っております。 
（＊３） 組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認

められるもので構成されているものについては、時価開示の対象とはしておりません。 
 
（１株当たり情報） 
 １株当たりの純資産額 483円43銭
 １株当たりの当期純利益金額 23円18銭
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 
 

平成25年５月７日 
株式会社 西日本シティ銀行 
 
  取  締  役  会  御 中 
 

新日本有限責任監査法人 
 指定有限責任社員

業務執行社員 公認会計士 奥 村 勝 美 ㊞ 
 指定有限責任社員

業務執行社員 公認会計士 森   行 一 ㊞ 
 指定有限責任社員

業務執行社員 公認会計士 川 口 輝 朗 ㊞ 
 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社西日本シティ銀
行の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第103期事業年度の計算書類、すな
わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明
細書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類
及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保
証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手
するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ
る計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが
含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。 

以 上 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 
 

平成25年５月７日 
 株式会社 西日本シティ銀行 
 
  取  締  役  会  御 中 
 

新日本有限責任監査法人 
 指定有限責任社員

業務執行社員 公認会計士 奥 村 勝 美 ㊞ 
 指定有限責任社員

業務執行社員 公認会計士 森   行 一 ㊞ 
 指定有限責任社員

業務執行社員 公認会計士 川 口 輝 朗 ㊞ 
  当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社西日本シティ銀行の平
成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、
連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監
査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算
書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当
と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算
書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統
制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正
な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、株式会社西日本シティ銀行及び連結子会社からなる企業集団の
当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表
示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 
 

監  査  報  告  書 
 
 当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第103期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告いたします。  1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
  監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について
報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。 
  各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努
めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本店及び支店におい
て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議
に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。 
  なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び新日本有限責任監査法人から当該内部
統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 
  子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じ
て子会社から事業の報告を受けました。 
  以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしまし
た。 
  さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制｣（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準｣（平成17年10月28日企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方
法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び
個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。  2. 監査の結果 
（1）事業報告等の監査結果 
  一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの

と認めます。 
  二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。 
  三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統

制システムに関する取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘す
べき事項は認められません。 

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果 
    会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 
（3）連結計算書類の監査結果 
    会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。  平成25年５月10日  株式会社 西日本シティ銀行 監査役会  常任監査役（常勤） 光 富   彰 ㊞ 

監 査 役（常勤） 川 上 知 昭 ㊞ 
監 査 役 阪 田 雅 裕 ㊞ 
監 査 役 田 中 優 次 ㊞ 
監 査 役 奥 村 洋 彦 ㊞  （注） 監査役阪田雅裕、監査役田中優次及び監査役奥村洋彦は、会社法第２条第16号及び第335条

第３項に定める社外監査役であります。 
 以 上 
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株主総会参考書類 
 
 
議案および参考事項 
 
 第１号議案 剰余金の処分の件 
   剰余金の処分につきましては、金融機関を取り巻く経営環境、当期

の業績、内部留保の充実等を総合的に勘案し、次のとおりとさせてい
ただきたいと存じます。 

  1. 期末配当に関する事項 
（1）配当財産の種類 
   金銭 
（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額 

当行普通株式１株につき金２円50銭 総額1,987,589,472円
 なお、当事業年度につきましては、１株につき２円50銭の中
間配当金をお支払いしておりますので、年間配当金は１株につ
き５円となります。 

（3）剰余金の配当が効力を生じる日 
   平成25年６月28日 

  2. その他の剰余金の処分に関する事項 
（1）増加する剰余金の項目およびその額 

別途積立金 14,600,000,000円
（2）減少する剰余金の項目およびその額 

繰越利益剰余金 14,600,000,000円
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 第２号議案 取締役13名選任の件 
取締役全員（13名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりま
すので、取締役13名の選任をお願いいたしたいと存じます。 
取締役候補者は次のとおりであります。  

候補者 
番 号 

氏     名 
（生年月日） 

略歴、当行における地位および担当 
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ） 

所 有 す る
当 行 の
株 式 の 数

１ 
ほん  だ  まさ  ひろ 

本 田 正 寛 
（昭和18年９月13日生） 

昭和41年４月 株式会社福岡相互銀行（福岡シティ銀行）
入行 

平成２年６月 同 取締役国際部長 
平成８年６月 同 常務取締役人事部長 
平成14年６月 同 専務取締役 
平成15年６月 同 取締役頭取（代表取締役） 
平成16年10月 当行 取締役会長（代表取締役） 

現在に至る 
（重要な兼職の状況） 
  福岡商工会議所 副会頭

10,500株

２ 
く ぼ た  いさ  お 

久保田 勇 夫 
（昭和17年12月６日生） 

昭和41年４月 大蔵省 入省
平成７年６月 関税局長 
平成９年７月 国土庁長官官房長 
平成11年７月 国土事務次官 
平成12年９月 都市基盤整備公団副総裁 
平成14年７月 ローン・スター・ジャパン・アクイジッシ

ョンズ・LLC会長 
平成18年５月 当行入行 顧問 
平成18年６月 同 取締役頭取（代表取締役） 

現在に至る 
（重要な兼職の状況） 
  福岡経済同友会 副代表幹事

10,000株

３ 
いそ  やま  せい  じ 

礒 山 誠 二 
（昭和26年６月22日生） 

昭和50年４月 当行入行
平成16年６月 同 取締役福岡地区本部副本部長 

  兼本店営業部長 
平成16年10月 同 取締役福岡地区本部副本部長 

  兼本店営業部長兼福岡支店長 
平成19年５月 同 取締役福岡地区本部長 
平成19年６月 同 常務取締役福岡地区本部長 
平成21年６月 同 専務取締役福岡地区本部長 
平成22年６月 同 専務取締役（代表取締役） 

地区本部統括、福岡地区本部長 
平成23年６月 同 取締役専務執行役員（代表取締役） 

地区本部統括、福岡地区本部長 
平成25年５月 同 取締役専務執行役員（代表取締役） 

地区本部統括、総務部・グループ統括部担
当 
現在に至る

19,177株
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候補者 
番 号 

氏     名 
（生年月日） 

略歴、当行における地位および担当 
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ） 

所 有 す る
当 行 の
株 式 の 数

４ 
たに  がわ  ひろ  みち 

谷 川 浩 道 
（昭和28年７月17日生） 

昭和51年４月 大蔵省 入省
平成５年５月 外務省在アメリカ合衆国日本国大使館参事

官 
平成８年７月 大蔵省証券局公社債市場室長 
平成10年７月 東京都保健福祉部長 
平成11年７月 大蔵省大臣官房政策金融課長 
平成12年６月 大蔵省近畿財務局金融安定監理官 
平成14年７月 金融庁検査局総務課長 
平成15年７月 預金保険機構検査部長 
平成16年７月 預金保険機構財務部長 
平成17年６月 財務省横浜税関長 
平成20年７月 財務省大臣官房審議官 
平成20年10月 株式会社日本政策金融公庫常務取締役 
平成23年５月 当行入行 顧問 
平成23年６月 同 取締役専務執行役員 
平成24年６月 同 取締役専務執行役員（代表取締役） 
平成25年５月 同 取締役専務執行役員（代表取締役） 

北九州・山口代表、総合企画部担当 
現在に至る

10,000株

５ 
うら  やま  しげる 

浦 山  茂 
（昭和28年４月25日生） 

昭和52年４月 当行入行
平成19年６月 同 取締役 
平成20年６月 同 常務取締役 
平成23年６月 同 取締役専務執行役員 
平成25年５月 同 取締役専務執行役員 

審査統括部・審査部・法人ソリューション
部担当 
現在に至る

5,000株

６ 
たか  た  きよ  た 

髙 田 聖 大 
（昭和29年１月５日生） 

昭和53年４月 当行入行
平成19年６月 同 取締役秘書部長 
平成21年５月 同 取締役 
平成22年６月 同 常務取締役 
平成23年６月 同 取締役常務執行役員 
平成24年６月 同 取締役専務執行役員 
平成25年５月 同 取締役専務執行役員 

広報文化部・秘書部・人事部・国際部担当 
現在に至る

21,354株
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候補者 
番 号 

氏     名 
（生年月日） 

略歴、当行における地位および担当 
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ） 

所 有 す る
当 行 の
株 式 の 数

７ 
かわ  もと  そう  いち 

川 本 惣 一 
（昭和32年９月19日生） 

昭和55年４月 株式会社福岡相互銀行（福岡シティ銀行）
入行 

平成19年５月 当行 執行役員営業推進部長 
平成20年５月 同 執行役員北九州地区本部副本部長 

  兼北九州営業部長兼小倉支店長 
平成20年６月 同 取締役北九州地区本部副本部長 

  兼北九州営業部長兼小倉支店長 
平成22年５月 同 取締役北九州総本部長 
平成22年６月 同 常務取締役北九州総本部長 
平成23年６月 同 取締役常務執行役員北九州総本部長 
平成24年６月 同 取締役専務執行役員北九州総本部長 

現在に至る

6,300株

８ 
おか  むら  さだ  まさ 

岡 村 定 正 
（昭和30年３月17日生） 

昭和52年４月 当行入行
平成19年６月 同 取締役福岡地区本部副本部長 

  兼本店営業部長兼福岡支店長 
平成20年５月 同 取締役東京本部長兼東京支店長 
平成22年６月 同 常務取締役東京本部長兼東京支店長 
平成23年６月 同 取締役常務執行役員東京本部長 

  兼東京支店長 
平成24年５月 同 取締役常務執行役員東京本部長 
平成25年５月 同 取締役常務執行役員福岡地区本部長、 

  東京本部長 
市場証券部・資金証券部・公務金融法人部
担当 
現在に至る

16,000株

９ 
いし  だ  やす  ゆき 

石 田 保 之 
（昭和29年８月14日生） 

昭和54年４月 当行入行
平成19年６月 同 執行役員経営管理部長 

  兼コンプライアンス統括室長 
平成20年５月 同 執行役員総合企画部長 
平成20年６月 同 取締役総合企画部長 
平成23年５月 同 取締役九州地区本部長 
平成23年６月 同 取締役常務執行役員九州地区本部長 

事務統括部・ＩＴ戦略部担当 
現在に至る

11,000株
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候補者 
番 号 

氏     名 
（生年月日） 

略歴、当行における地位および担当 
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ） 

所 有 す る
当 行 の
株 式 の 数

10 
いり  え  ひろ  ゆき 

入 江 浩 幸 
（昭和32年11月11日生） 

昭和56年４月 当行入行
平成19年５月 同 営業企画部長 
平成20年６月 同 執行役員営業企画部長 
平成21年10月 同 執行役員福岡地区本部副本部長 

  兼本店営業部長兼福岡支店長 
平成22年６月 同 取締役福岡地区本部副本部長 

  兼本店営業部長兼福岡支店長 
平成23年６月 同 取締役常務執行役員福岡地区本部副本 

  部長兼本店営業部長兼福岡支店長 
平成25年５月 同 取締役常務執行役員 

営業企画部・営業推進部・ローン業務部・ 
リテール営業部担当 
現在に至る

12,000株

11 
きた  ざき  みち  はる 

北 崎 道 治 
（昭和30年１月13日生） 

昭和54年４月 株式会社福岡相互銀行（福岡シティ銀行） 
入行 

平成19年５月 当行 審査統括部長 
平成20年６月 同 執行役員審査統括部長 
平成22年５月 同 執行役員審査統括部長兼審査部担当 
平成22年６月 同 執行役員審査部担当 
平成23年３月 同 執行役員審査部担当兼審査業務室長 
平成23年６月 同 常務執行役員審査部担当 

兼審査業務室長 
平成24年５月 同 常務執行役員審査統括部担当 
平成24年６月 同 取締役常務執行役員審査統括部担当 
平成25年５月 同 取締役常務執行役員 

監査部・経営管理部担当 
現在に至る

9,084株

※ 
12 

ひろ  た  しん  や 

廣 田 眞 弥 
（昭和33年11月30日生） 

昭和56年４月 株式会社東京銀行（現 三菱東京UFJ銀行） 
入行 

平成21年５月 同 監査部業務監査室上席調査役 
平成21年12月 当行入行 国際営業部付部長 
平成22年１月 同 国際営業部長 
平成22年５月 同 国際部長 
平成23年６月 同 執行役員国際部長 
平成24年６月 同 常務執行役員国際部長 

現在に至る

1,000株
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候補者 
番 号 

氏     名 
（生年月日） 

略歴、当行における地位および担当 
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ） 

所 有 す る
当 行 の
株 式 の 数

※ 
13 

うり  う  みち  あき 

瓜 生 道 明 
（昭和24年３月18日生） 

昭和50年4月 九州電力株式会社入社
平成19年6月 同 執行役員経営企画室長 
平成20年7月 同 執行役員経営企画部長 
平成21年6月 同 取締役常務執行役員火力発電本部長 
平成23年6月 同 代表取締役副社長火力発電本部長 
平成24年1月 同 代表取締役副社長 
平成24年4月 同 代表取締役社長 

現在に至る 
（重要な兼職の状況） 
  九州電力株式会社 代表取締役社長

0株

 
（注）1. 取締役候補者 瓜生道明氏が代表取締役社長である九州電力株式会社と当行との間には、通常

の銀行取引があります。 
その他の取締役候補者と当行との間には、特別の利害関係はありません。 

   2. 瓜生道明氏は社外取締役候補者であります。 
3. 社外取締役候補者の選任理由について 

瓜生道明氏につきましては、九州電力株式会社の取締役を歴任され、同社代表取締役社長とし
ての要職経験、幅広い見識を当行の経営に活かしていただきたく社外取締役候補者とするもの
であります。 

4. 瓜生道明氏が代表取締役社長である九州電力株式会社は、平成23年６月26日に開催された経済
産業省主催の「放送フォーラムin佐賀県『しっかり聞きたい、玄海原発』～玄海原子力発電所 
緊急安全対策 県民説明番組～」に際し、九州電力株式会社の社員が社内及び協力会社等に対
して、インターネットによる原子力発電所の発電再開に賛成する意見投稿を要請した事態が発
生しましたが、再発防止・信頼回復のための取組などを取締役会等における審議を通じて策定
いたしました。 

5. 瓜生道明氏の選任が承認された場合、当行は同氏との間で、社外取締役の職務を行うにあたり
善意でかつ重大な過失がないときは、法令に定める最低責任限度額をもって損害賠償責任額の
限度とする旨の責任限定契約を締結する予定であります。 

6. 瓜生道明氏の選任が承認された場合、東京証券取引所、大阪証券取引所および福岡証券取引所
の規程に定める独立役員となる予定であります。 

7. ※印は、新任候補者であります。 
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 第３号議案 監査役１名選任の件 
監査役川上知昭氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります
ので、監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。 
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。 
監査役候補者は次のとおりであります。  

氏     名 
（生年月日） 

略 歴 、 当 行 に お け る 地 位 
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ） 

所 有 す る
当 行 の
株 式 の 数

かわ  かみ  とも  あき 

川 上 知 昭 
（昭和31年１月27日生）

昭和53年４月 株式会社福岡相互銀行（福岡シティ銀行）入行 
平成19年６月 当行 執行役員グループ統括部長 
平成21年６月 同 監査役 
 現在に至る

6,000株

 
（注）監査役候補者と当行との間には、特別の利害関係はありません。 

 
以 上 
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インターネットによる議決権行使のご案内 
 

 インターネットにより議決権を行使される場合は、下記の事項をご了承のうえ、行使くださいま
すようお願い申しあげます。 
 

記 
 
1. インターネットによる議決権行使は、当行の指定する議決権行使ウェブサイト（http://www.
e-sokai.jp）をご利用いただくことによってのみ可能です。なお、この議決権行使ウェブサイ
トは、一部の携帯電話端末（スマートフォン等）を用いる場合を除き、携帯電話を用いたイン
ターネットではご利用いただけませんのでご了承ください。 

 
2. インターネットにより議決権を行使される場合は、同封の議決権行使書用紙に記載の「議決権
行使コード」および「パスワード」をご利用のうえ、画面の案内にしたがって議案に対する賛
否をご入力ください。 

 
3. インターネットによる議決権行使は、株主総会開催日の前日の平成25年６月26日（水曜日）午
後５時まで受付いたしますが、議決権行使結果の集計の都合上、お早めに行使くださいますよ
うお願い申しあげます。 

 
4. 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダーへの接続料金および通信事業者へ
の通信料金（電話料金等）は、株主様のご負担となります。 

 
〔インターネットによる議決権行使のためのシステム環境について〕 

 議決権行使ウェブサイトをご利用いただくためには、次のシステム環境が必要です。 
 (1) インターネットにアクセスできること 
 (2) パソコンを用いて議決権行使をされる場合は、インターネット閲覧（ブラウザ）ソフトウェ

アとして、Microsoft® Internet Explorer Ver.5.01 SP2以降を使用できること。ハードウ
ェアの環境として、上記インターネット閲覧（ブラウザ）ソフトウェアを使用することができ
ること。 

※Microsoft および Internet Explorer は、米国 Microsoft Corporation の、米国、日本お
よびその他の国における登録商標または商標です。 

 
 
 
 インターネットによる議決権行使に関してご不明な点につきましては、 
  以下にお問い合わせくださいますようお願い申しあげます。 
 
 株主名簿管理人 日本証券代行㈱代理人部 ＩＴ総会ヘルプデスク 
【専用ダイヤル】   0120-707-743 
 受付時間：午前９時から午後９時まで（土曜・日曜・祝日も受付） 
 

 
 議決権電子行使プラットフォームについて 
管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます）につきましては、株式会社ＩＣＪが
運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームの利用を事前に申込まれた場合には、
当行株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法として、当該プラットフォームをご
利用いただくことができます。 

以 上 

《インターネットによる議決権行使に関するお問い合わせ》 
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株主総会会場ご案内図 
 

 会場 西日本シティ銀行 本店別館 ３階会議室 
 福岡市博多区博多駅前一丁目３番６号（TEL092-476-1111） 

 

 

 

交通のご案内 
・JR博多駅博多口（地下鉄博多駅）から徒歩で約５分 
・地下鉄祇園駅から徒歩で約５分 
・西鉄バス「駅前１丁目」バス停下車すぐ 
※株主総会にご出席の際は、公共交通機関をご利用くださいます 
 ようお願い申しあげます。 


